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令和７年度の実施状況の概要について 
 (国有林野事業の役割) 

国有林野は、我が国の国土の約２割、森林面積の約３割を占め、

その多くが奥地脊梁
せ き り ょ う

山地や水源地域に分布し、人工林※や原生的

な天然林※等の多様な生態系を有しています。その立地や森林資

源等の状況から、①国土の保全その他国有林野の有する公益的機

能の維持増進、②林産物の持続的かつ計画的な供給、③国有林野

の活用による地域の産業振興又は住民の福祉向上への寄与を目標

として管理経営に取り組んでいます。 

このような中、国有林野に対する国民の期待は、国土の保全や 

地球温暖化防止、水源の涵養
か ん よ う

等の面が大きく、今後とも公益的機 

能の維持増進を図っていく必要があります。また、民有林におい

て、森林経営管理制度※等による森林の経営管理の集積・集約化

や森林環境譲与税を活用した森林整備等の取組が進められている

中で、林業経営体の育成や市町村を始めとする民有林行政に対す

る技術支援などが求められています。 

これらの国民からの期待に応えるため、国有林野の管理経営を

行う国有林野事業は、平成 25(2013)年度から、一般会計で実施

する事業に移行し、「国民の森林
も り

」として、公益重視の管理経営

を一層推進するとともに、その組織・技術力・資源を活用して民

有林に係る施策を支え、森林・林業施策全体の推進に貢献するた

めの取組を進めています。 

 

＊右肩に「※」を付している用語については、その解説を 85～91 ページに記載。 
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(国有林野のデータ) 

＜国有林の組織＞ 

・全国に７の森林管理局 

・流域(森林計画区)を単位とした 98 の森林管理署を設置 

 

＜面積の概要＞ 

・国土面積 3,780 万 ha のうち、国有林野*１の面積 758 万 ha 

・森林面積 2,502 万 ha のうち、国有林*２の割合 30％ 

(人工林面積 1,009 万 ha のうち、国有林の割合 22％) 

 
*１国有林野は、国有林野の管理経営に関する法律第６条に基づく地域管理経営計画の対象 

(原野や附属地が含まれる) 

*２国有林は、林野庁所管の森林法第 2 条第３項に規定する森林が対象 

(官行造林等が含まれる) 

 

＜保安林※・保護林・自然公園の指定状況＞ 

・91％が保安林(保安林全体のうち 56％が国有林野) 

・13％が保護林 

・31％が自然公園(自然公園全体のうち 41％が国有林野) 

 

＜世界自然遺産※(陸域)に国有林野が占める割合＞ 

・知床 94％ 

・白神山地 100％ 

・小笠原諸島 81％ 

・屋久島 95％ 

・奄美大島、徳之島・沖縄島北部及び西表島 68％ 
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国有林野の管理経営に関する基本計画   
h t t p s : / / w w w . r i n y a . m a f f . g o . j p / j / k o k u y u _ r i n y a / k a n r i _ k e i e i / k i h o n _ k e i k a k u . h t m l  

(管理経営基本計画及び令和７年度の実施状況)  

農林水産省では、国有林野の管理経営に関する基本的な事項を

明らかにするため、「国有林野の管理経営に関する法律」に基づ

き、あらかじめ国民の皆様の意見を聴いた上で「国有林野の管理

経営に関する基本計画」(以下「管理経営基本計画」という。)を

策定し、これに基づき国有林野の管理経営を行っています。 

管理経営基本計画は、10 年を１期とする計画で５年ごとに策定

することになっています。 

令和７(2025)年度は、令和５(2023)年 12 月に定めた令和６

(2024)年４月から令和 16(2034)年３月までを計画期間とする管

理経営基本計画に基づき、①公益重視の管理経営の一層の推進、

②民有林に係る施策を支え、森林・林業施策全体の推進への貢献、

③「国民の森林
も り

」としての森林とのふれあいや国民参加の森林
も り

づ

くり等の推進、④国有林野の林産物の安定供給等に努めました。 

本報告は、こうした取組の実施状況について、国民の皆様に理

解をいただけるよう、写真と図表を用いてできるだけ分かりやす

く記載したものです。 
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御池
み い け

・ブナ 平
だいら
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トムラウシ自然休養林  

北海道森林管理局  

エゾモモンガ  

温
ぬく

身
み

平
だいら

風致探勝林  

東北森林管理局  

関東森林管理局  
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トピックス１ ～施業方法の改善に向けた実行プランの推進～ 
林業は収益性が低く、労働災害も多いという課題があり、この課

題解決に向けては、伐採から再造林・保育までの各段階において、

従来の施業※方法等を改善していくことが重要です。  

国有林野事業においても、各森林管理局において、施業方法の改

善に向けた「実行プラン」を作成し、令和４ (2022)年度から令和７

(2025)年度にかけて、造林事業及び生産・販売事業の継続的な改善

を進めてきました。  

 

１  取組内容  

①  造林事業の改善  

植栽本数の見直しや成長等に優れ

た特定苗木※の導入に加え、機械下刈

りや筋刈りの導入、夏季の下刈り作

業の回避など、下刈りの省力化・軽

労化に取り組みました。  

作業  主な取組内容  

植栽  

・低密度植栽試験地の新規設定によるデータ収集・分析  

（近畿中国・四国）  

・造林コスト削減に向けた低密度植栽 ( 2 千本 / h a 以下 )の実施  

（北海道・関東・四国・九州）  

下刈り  

・機械下刈の実施による下刈り作業の省力化（北海道）  

・筋刈りの実施による下刈り作業の省力化（東北・四国・九州）  

・作業負担低減に向けた冬期間も含めた下刈りの実施  

（関東・中部・近畿中国・四国）  

・特定苗木の導入による下刈り回数の削減（関東・近畿中国）  

・C 区分判定の徹底による下刈り回数の削減（四国）  

②  生産・販売事業の改善  

林業経営体自らが伐採・集材等の作業ごとの工程を把握し、工

夫・改善を促すため、作業状況を容易に記録・分析できる生産日

報アプリ※の導入に取り組みました。（32 ページ参照）  

  

筋刈り実施箇所  

（岩手県岩手郡雫石
しずくいし

町
ちょう

 
令和 4 ( 2 0 2 2 )年 9 月）  
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③  収穫調査の効率化  

地上型３D レーザスキャナや GNSS 測量機器など、収穫調査

に係る作業の効率化を可能とするデジタル機器について、森林管

理署等への導入を進めるとともに、研修や手順書の作成により、

操作技術の向上を図りました。 

 

2 民有林への普及・定着に向けた取組  

各森林管理局では、実行プランの取組により得られた成果につい

て現地検討会等を通じて積極的に民有林関係者へ普及しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８ (2026)年度は、これまでの取組状況を基に課題を整理した

上で、令和 12(2030)年度を目標とする「施業効率化実行プラン」

を新たに作成することとしており、引き続き、造林事業及び生産・

販売事業の改善と成果の普及に取り組んでいきます。  

  

【低密度植栽等の普及に向けた現地検討会の開催】  

【機械下刈りに関する現地検討会の開催】  
 
 

リモコン式機械による  
下刈り現地検討会  

(北海道旭川
あさひかわ

市  

令和 5 ( 2 0 2 3 )年 8 月 )  

ヒノキエリートツリーの  
生育実証試験地の説明  

(岡山県加賀
か が

郡吉備
き び

吉田町
よしだちょう

 

令和 7 ( 2 0 2 5 )年 9 月 )  

北海道森林管理局では、重機による地拵えやリ
モコン式自走機械を活用した下刈りの実施に取り
組みました。  
この施業方法について道内各地域で現地検討会

等を積極的に開催した結果、道内の 13 事業体に
リモコン式の下刈り機械が導入されるとともに、
道有林に機械下刈りのモデル林が造成されるなど、
民有林における普及にも繋がりました。  

 

近畿中国森林管理局では、植栽本数の見直しに向
け、管内の国有林に試験地を設定し、低密度植栽
等の普及に向けた現地検討会を開催しました。  
現地検討会には、２日間で延べ 134 名の林業関

係者が参加し、低密度植栽やヒノキエリートツリ
ー等の造林技術の説明を行いました。  
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トピックス２  ～東日本大震災からの復興～  
 平成 23(2011)年３月 11 日に発生した東日本大震災から、令和

７ (2025)年度末で 1 5 年が経過しました。地震や津波、原子力発電

所の事故により、地域に甚大な被害が生じました。国有林野も大き

な影響を受け、とりわけ帰還困難区域では長期にわたり森林施業の

停止を余儀なくされました。  

林野庁では、東日本大震災からの復興に向けて取り組んでいます。  

１  海岸防災林の復旧・再生  

海岸防災林とは、海からの強風や飛砂等から人々の暮らしを守る

ため、海岸沿いに設置された森林です。東日本大震災では、津波に

より海岸防災林が甚大な被害を受けました。森林管理局では、令和

４ (2022)年度までに、国有林野及び県から要請のあった民有林を合

わせた南北 58km にわたる被災した海岸防災林で、生育基盤土の造

成や植栽等の復旧事業を完了させました。  

その後は、海岸防災林の機能を再生するための保育作業に取り組

んでおり、令和７ (2025)年度は、215ha の国有林野で下刈りや除

伐、適正な密度管理のために植栽木を伐採する間伐等を行いました。  

また、海岸防災林の復旧・再生については、各地から支援の申し

出が寄せられたことから、植栽や保育活動を希望する NPO、企業等

の民間団体と「社会貢献の森」協定を締結し、ボランティアによる

復旧作業も進めてきました。平成 24(2012)年度から令和２ (2020 )

年度までに延べ 9 8 団体が宮城県及び福島県の

国有林野 33ha で植栽を行い、現在は保育作業

を中心に活動を行っ

ています。  

引き続き、関係機関

や民間団体等と協力

しながら、災害に強い

海岸防災林の造成に

取り組むこととしてい

ます。   
（左 ）植栽の様子 (宮城県仙台

せんだい

市：平成 2 4 ( 2 0 1 2 )年 1 1 月 )  

(右）植栽から 1 3 年後の様子 (宮城県仙台市：令和 7 ( 2 0 2 5 )年 1 1 月 )  
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2 森林・林業の再生に向けた取組  

放射性物質の影響を受けた森林の再生に向けては、政府が定め

る復興の基本方針に基づき、段階的に取り組んできました。  

期間  取組  

集中復興期間  

（ H 2 3 ( 2 0 1 1 ) ～ H 2 7 ( 2 0 1 5 ) 年度）  

除染実施区域内の国有林について、 1 3 市町村  

2 9 h a を除染  

第１期復興・創生期間  

（ H 2 8 ( 2 0 1 6 ) ～ R 2 ( 2 0 2 0 ) 年度）  

避難指示区域の空間線量率・放射性物質のモニタリン

グや、森林施業による放射性物質移動の検証等の実証

事業を実施し、森林整備や木材生産を本格的に再開  

第２期復興・創生期間  

（ R 3 ( 2 0 2 1 ) ～ R ７ ( 2 0 2 5 ) 年度）  

避難指示区域及び汚染状況重点調査地域における  

里山再生事業を実施  

磐城森林管理署では、放射性物質の影響等により、素材生産量にお

いては震災発生前の約半分まで落ち込みましたが、モニタリングや実

証事業の結果等に基づき、事業を段階的に再開した結果、令和３

(2021)年度には震災前の水準まで回復し、雇用の確保や木材の供給

等を通じて、地域の森林・林業・木材産業の再生に貢献しました。  

令和８ (2026)年度から開始する第３期復興・創生期間において

は、これまで本格的な対応が困難であった帰還困難区域における

森林整備事業の再開に向けて取り組むため、関東森林管理局は、

令和８ (2026)年度に、いわき市内に「福島森林再生センター」を

設置しました (83 ページ参照 )。引き続き、復興に向けた取組を進

め、被災地の復興に貢献していきます。  
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